
 

 

 

高松市自治と協働の基本指針 
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高松市民のねがい 

 
  緑明るい栗林公園  瀬戸のさざ波呼ぶ屋島 

  わたくしたちは  美しい自然と歴史にはぐくまれ 

あすに伸びゆく高松市の市民です 

  四国の中心高松市を  いっそう明るく住みよいまち 

にすることは  わたくしたちみんなのねがいです 

  そのために  わたくしたちは  誓って次のことにつとめます 

 

１  自然を愛し  清潔で美しいまちづくり 

１  人の立場を大切に  迷惑をかけないまちづくり 

１  家庭を明るく  青少年をのばすまちづくり 

１  健康なからだと  心にうるおいのあるまちづくり 

１  働く汗を尊び  力をあわせ  平和で豊かなまちづくり 

 

                                                            （昭和５５年９月２５日制定） 
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第１章 指針策定の趣旨 

 

１ 指針策定の背景 

 

本格的な地方分権時代の到来により、地方自治体では、地域のことは地域で考え

るという「自己決定・自己責任」に基づいた自治運営が求められており、市民の意

思に基づいて、地域の特性をいかした主体的なまちづくりを行うことが重要となっ

ています。 

また、人口減少、少子・超高齢化などの社会情勢の変化に伴う新たなニーズに対

応するためには、市民や地域コミュニティ協議会・市民活動団体など多様な主体が

地域社会を支える新しい仕組みづくりが必要となっています。 

そこで、本市では、合併による市域の拡大など、市民と行政を取り巻く環境が大

きく変化する中、「高松市自治基本条例」（平成２２年２月１５日施行。以下「条

例」という。）を施行し、市民が自治の主権者であることを基本理念に掲げ、自治

運営の基本原則である情報共有・参画・協働によるまちづくりを進めていくこと、

そして、市民・議会・行政の役割と責任を明らかにするとともに、それぞれの主体

の特性をいかし、連携することで、共に支え合いながら、地域や社会が抱える課題

の解決に向けて取り組んでいくことを定めています。 

 

２ 目的 

 

この指針は、本市の目指すべき地域コミュニティの姿と、そこに至る道筋を見定

め、地域が抱える課題の解決に向けて、市民と行政とが協働で取り組み、地域コ  

ミュニティ活動及び市民活動の推進を図り、条例に掲げる市民主体のまちづくりを

実現するため、自治と協働の在り方や方向性を示し、市民の市政や地域のまちづく

りへの参画意識の高揚を図り、協働によるまちづくりを推進するものです。 

 

３ 条例との関係 

  

この指針は、条例の基本理念を実現し、市民主体のまちづくりを進めていく上

で、より具体的な方向や目標を示す、基本的な指針となるものです。 
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自治と協働の基本指針 

 
具体的な 

方向・目標 

                            

自治の基本原則 

                            

                             

                            

高松市自治基本条例 

 
情報共有 

 
参 画 

 
協 働 

◆ 第 22 条 協働の推進 

◆ 第 23 条 地域コミュニティ協議会 

◆ 第 24 条 市民活動団体 

 

･
･
･
 

･
･
･
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第２章 高松市の現状と課題 

 

１ 指針策定までの歩み 

 

（１）地域コミュニティづくりの推進 

 

本市では、「１校区１公民館」を掲げ、学校施設とともに生涯学習施設を整備し

てきました。現在では、この公民館が、コミュニティセンターとなり、新たなコ  

ミュニティ活動の拠点となっています。各地区に公民館が存在するという土壌が 

あったことが、市全域の４４地区（校区）において地域コミュニティ協議会の構築

がスムーズに実現する要因となりました。 

 

<地域コミュニティづくり推進の経過> 

年度 
(平成) 

内容 

14 

・高松市連合自治会連絡協議会から「地域コミュニティ構築支援等に関する要望書」が

提出される。 

・地域コミュニティづくり推進本部（庁内横断組織）を設置 

15 

・旧高松市内の３５地区（校区）中、１３地区（校区）において地域コミュニティ協議

会が構築される。 

・地域コミュニティづくり支援施策を展開（地域コミュニティ構築支援補助金創設） 

17 ・近隣６町と合併 

18 
・地区公民館をコミュニティセンター化し、管理運営を地域コミュニティ協議会に委託 

（旧市内全４１館） 

19 

・コミュニティセンターの管理運営を指定管理者制度へ移行 

（地域コミュニティ協議会を非公募で指定管理者に選定） 

・高松市地域まちづくり交付金創設 

（地域への補助金等を一元化し、地域の裁量による執行を可能とするもの。） 

20 

・市全域の４４地区（校区）で地域コミュニティ組織の構築が完了する。 

・高松市コミュニティ協議会連合会が設立される。 

・高松市協働のまちづくり推進本部設置（地域コミュニティづくり推進本部と高松市ボ

ランティア・市民活動支援推進本部を一本化） 

21 高松市自治基本条例施行 
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（２）市民活動団体との協働 

 

本市では、平成１０年の特定非営利活動促進法の施行を契機に、庁内組織体制

を整備し、市民活動団体と行政が共通の課題に取り組む多様なパートナーシップ

によるまちづくりを進め、公益的な社会サービスを担う市民活動の支援と、総合

的かつ計画的な協働のまちづくりを推進してきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 
(平成) 

内容 

9 ・高松市ボランティア総合窓口を市民相談コーナー（市庁舎 1 階）に設置 

11 

・高松市ボランティア・市民活動支援推進本部（職員で構成）の設置 

・高松市ボランティア・市民活動推進検討委員会（公募委員等で構成）が設置され、提

言書｢市民活動が拓く２１世紀のまちづくり｣が提出される。 

12 ・高松市市民活動団体と行政との協働づくり委員会設置 

13 

・高松市ボランティア・市民活動センターの設置 

・高松市市民活動団体と行政との協働づくり委員会による提言書「２１世紀高松市参加

協働型社会への提言｣の提出 

・「市民活動団体と行政との協働に関する基本方針・基本計画」の策定 

15 ・ＮＰＯと行政の協働を進めるための指針策定 

16 ・高松市ボランティア・市民活動センター管理運営をＮＰＯ法人に委託 

19 ・ＮＰＯと行政との協働に関する基本計画（改訂版）策定 

20 

・高松市協働のまちづくり推進本部設置（地域コミュニティづくり推進本部と高松市

ボランティア・市民活動支援推進本部を一本化） 

・協働推進員制度創設（所属担当、各職場に「協働推進員」、各部局に「協働推進調整 

員」を配置） 

21  高松市自治基本条例施行 

<市民活動団体との協働推進の経過> 
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２ 地域コミュニティ協議会 

 

（１）地域コミュニティ協議会 

 

条例では、「地域コミュニティ協議会」を次のように規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「共同体意識の形成が可能な一定の地域」とは、主に小学校区を基準とした区

域です。 

また、その構成員は、居住者や所在する法人、団体のほか、居住していない通

勤、通学者も、所属する法人や団体を通じて、地域コミュニティ協議会の構成員

となり、参画することとなります。 

 

＜地域コミュニティ協議会の構成イメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高松市自治基本条例抜粋 

（地域コミュニティ協議会） 

第２３条 市は、市民主体の自治を推進するため、次項に規定する地域コミュニティ協議会

の活動を尊重し、その活動に対して適切な支援を行うものとする。 

２ 市民は、地域の個性及び自立性を尊重した地域のまちづくりを行うため、地域コミュニ

ティ協議会（共同体意識の形成が可能な一定の地域において、その地域に居住する個人及

び所在する法人その他の団体を構成員とし、民主的な運営により、地域の課題を解決する

ために活動する組織で、一の地域につき一に限り市長が認定したものをいう。次項におい

て同じ。）を設置することができる。 

３ 地域コミュニティ協議会は、自らの活動に責任を持って、自主的かつ自立的に地域のま

ちづくりに取り組むものとする。 
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＜地域コミュニティ協議会の区域＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地域コミュニティ協議会の活動＞ 
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■ コミュニティプラン 

各地域コミュニティ協議会が作成する、地域のまちづくり計画です。地域コ

ミュニティ協議会では、このプランに基づいて、様々な分野で活動しています。 

 

＜地域コミュニティ協議会の活動例＞ 

 

 

（２）地域コミュニティ協議会の役割と単位自治会・連合自治会の関係 

 

■ 地域コミュニティ協議会の役割 

地域コミュニティ協議会は、全ての構成員がお互いを尊重し、力を合わせ、

地域の課題を発見・認識し、自主的・主体的に解決していくに当たって包括的

で横断的な役割を担う、地域の再生に不可欠な組織です。 

このような役割を担う地域コミュニティ協議会の中には、地域の資源を活用

し、課題をビジネスの手法により解決し、その活動の利益を地域に還元する取

組を行う協議会も出現するなど、経営主体として成熟度を増すことで、より自

立したまちづくりを図ります。 
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■ 地域コミュニティ協議会と単位自治会・連合自治会 

条例において、地域コミュニティ協議会は、地域の課題を解決するために

活動する組織で、一つの地域につき一つに限り市長が認定したものをいう、

と規定しており、自治会を始め、子ども会、女性会、老人クラブ、交通安全

母の会、体育協会、消防団、市民活動団体など、地域の様々な世代、分野で

活動している団体や個人が連携して、地域の課題に総合的に取り組みます。 

中でも、基礎的地縁団体である単位自治会は、 

その代表者で組織する連合自治会とともに、地 

域コミュニティ協議会を動かしていく軸であり、 

同協議会を構成する各種団体の中でも、重要か 

つ中心的な役割を担います。 

 したがって、より多くの住民が自治会に加入 

し、自治会活動を活発に行うことにより、地域 

コミュニティ協議会の活動が活性化します。 

 

 

＜地域コミュニティ協議会の組織イメージ図＞ 

 

  

 

 

 

 

＜地域コミュニティ協議会と 

自治会の関係のイメージ＞ 

※本図は概念的なもので、実際は

地域の実情に合わせて、多様な

活動形態があります。 
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（３）地域コミュニティ協議会の現状と課題  

                

平成２０年度までに市全域を網羅する４４の地域コミュニティ協議会が設立さ

れ、２５年度には、５２の地区公民館のコミュニティセンター化が完了しました。 

全ての地域コミュニティ協議会を対象に実施した調査では、次のような意見が

ありました。 

 

① コミュニティ活動を推進する人材の不足 

② コミュニティ活動に対する地域住民の意識の転換が必要 

（特に若年層、マンション居住者、転勤族等） 

③ 地域コミュニティ協議会の組織強化が必要 

（単位自治会の再生） 

④ コミュニティ活動を行うためのノウハウの不足 

⑤ 活動資金・財源の不足 

⑥ 活動拠点の充実が必要 

⑦ 地域コミュニティ協議会同士の交流・連携の不足 

⑧ 地域の代表であることの認知が必要 

 

以上の意見などを踏まえ、課題としては、次の項目が掲げられます。 

 

 

■ 民主的な運営と透明性の確保 

  ・コミュニティプランに基づく、計画的な事業運営 

  ・事業計画・報告、予算・決算の情報公開と説明責任 

  ・会計処理等の監査手続 

  ・研修やPRイベントを通した認知度の向上 

 

■ 個人の参画機会の創出 

・地域コミュニティ協議会の部会の活動を充実し、個人の参画を図るなど、で

きる限り多くの市民がまちづくりに参画・協働できる仕組みづくり 
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３ 市民活動団体  

 

（１）市民活動団体 

 

条例では、｢市民活動団体｣を次のように規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

本指針において市民活動団体とは、特定非営利活動法人(ＮＰＯ法人）やボラン

ティア活動団体など、非営利の社会貢献活動を行う団体で、地域コミュニティ協

議会以外を言い、法人格の有無は問いません。 

 

（２）市民活動団体に期待される役割 

 

市民活動団体は、｢専門性｣、｢先駆性｣、｢迅速性｣などの特性を持っており、行

政の持つ公平性や、企業の持つ利潤追求という価値観に捉われない取組が可能で

す。 

地方分権が進む中で、市民活動団体が、個性豊かで活力に満ちた地域社会づく

りのため、また、市民本位の地域社会を実現する原動力となるため、次のような

社会的役割を担うことが期待されます。 

 

■ 多様なサービスの供給 

地域課題の解決に向けた取組を行う中で、行政や企業では対応が難しい多様

な市民ニーズへの柔軟なサービスを供給することが期待されます。 

     

■ 政策提言 

  地域の課題解決に効果的・効率的に取り組み、共感の輪を広げながら、活 

動分野の実践的・専門的知識やノウハウを蓄積し、新たな社会サービスの供給

者としての視点から政策提言等を行うことにより、より良い社会を築くことが

期待されます。 

 

■ 多様な主体との協働 

地域コミュニティ協議会などの多様な主体と連携し、新しいネットワーク

を創り出すことにより、協働してコミュニティ再生の一翼を担うことが期待

されます。 

高松市自治基本条例抜粋 

（市民活動団体） 

第２４条 市は、自発的かつ主体的に行われる非営利の活動で、不特定かつ多数のものの利

益の増進に寄与することを目的とする市民活動団体の活動を尊重するとともに、その活動

に対して適切な支援を行うものとする。 
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■ 社会貢献や学習活動の場の提供 

ライフスタイルの変化や価値観の多様化により、生涯を通じての社会貢献や 

学習活動を求める欲求が強くなっており、家庭や学校、職場にとどまらない多

様な社会貢献の場や、様々な学習活動の機会の提供が期待されます。 

    

  ■ 雇用の機会の創出 

市民活動団体が、公共的・公益的な社会サービスを提供する力をつけること 

により、働く場を創出し、雇用を拡大することが期待されます。 

 

（３）市民活動団体の現状と課題 

        

ＮＰＯ法人を対象に実施した調査では、地域課題の解決に向けた取り組みを行

う中で、地域コミュニティ協議会等の多様な主体との協働に対して、前向きな団

体が多いものの、連携・交流の場の確保やコーディネート等の支援が必要である

という課題が挙げられました。  

その他の課題としては、次のとおりです。 

 

① スタッフの確保 

② 活動資金の確保 

③ 活動の拠点となる施設の確保 

④ 情報の充実（地域課題、ニーズ等） 

  ⑤ 後継者の育成 

      ⑥ 団体や活動に対する認知度の向上 

  ⑦ 非営利活動に対する市民理解の促進 
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４ 行政の現状と課題 
 

（１） 本市を取り巻く状況 

   

  本市のニーズの多様化や複雑化が進み、行政だけでは全ての課題に対応できな

い状況が生じている中、地域課題解決の担い手として、地縁組織や市民活動団体

等が従来から活動しています。 

  それに加えて、建物や土地、移動手段、スキル等、行政や事業者、個人が保有

し、活用可能な有形・無形の遊休資産をシェアすることによって、行政サービス

を代替・補完する「シェアリングエコノミー」など、地域課題解決の新たな手法

が出てきています。 

また、主に当該地域の出身者や居住経験者、地域外から何らかの形で地域の活

性化に関わる「関係人口」にも注目が集まっており、ふるさと納税やクラウド 

ファンディングによる非訪問型の関わり、地域活性化に関する取組への継続的・

スポット的な参画などを通じた地域振興への貢献が期待されています。 

 

（２） 地域コミュニティ協議会との関係 

 

これまで本市が実施してきた事業の中には、本来、地域との協働で実施するほ

うがより効果的・効率的な事業もあり、この峻別や見直しを進めています。 

現在、協働のパートナーの一つとして位置付けられている地域コミュニティ協

議会に対し、本市は様々な支援を行っていますが、全地域コミュニティ協議会を

対象に実施した調査などでは、次のような意見があります。 

① 市職員の意識改革（地域コミュニティ協議会に対する認識の共有化） 

② 縦割り行政の弊害への対応 

③ 地域コミュニティ協議会の実情に合った支援の再検討 

  ④ 地域コミュニティ協議会の取組に対する評価の仕組みの構築 

  ⑤ 協働推進員の活用策の再検討 

 

以上の意見などを踏まえ、地域コミュニティ協議会の自立・活性化に向けて、地

域と行政が連携し、自治会の再生や地域活動の担い手の確保など、地域社会におけ

る地縁の再構築と地域外の市民活動団体等との協働による、自主的・自立的なまち

づくりの推進に取り組む必要があります。 
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（３）市民活動団体との関係 

 

本市では、平成１０年の特定非営利活動促進法の施行を契機として、市民活動団

体と行政との協働によるまちづくりを進めてきましたが、市内に事務所を有する  

ＮＰＯ法人を対象に実施した調査などでは、次のような意見があります。 

① 市民活動団体の自立性や自発性を損なわないための配慮と、団体に対する行

政関与の客観性・透明性の向上 

②  これまで行政が行ってきた市民サービスについて、協働の視点から市民活動

団体と行政の領域整理、役割と責任分担の明確化 

③ 市民活動団体が地域コミュニティ協議会等と連携・協力し、地域において協

働を進めていく体制の形成 

④ 高松市市民活動センターの一層の活用 

⑤ 中間支援組織である高松市市民活動センターと高松市コミュニティ連合会な

どとの連携による事業運営や情報発信等の拡充 

⑥ 協働推進員の活用策の再検討 
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第３章  目指すべき理想像 

 「高松市民のねがい」は、市民総ぐるみのまちづくり運動の共同目標として、昭和

５５年に制定したものであり、今後も目指すべき普遍的なまちづくりの方向性を表し

ています。 

 本市の目指すべき自治と協働の理想像を描く際に、この市民のねがいを踏まえ、人

権を大切にし、平和の大切さを学び、環境保全や美化に目を向けるなど、この「ねが

い」に込められたまちづくりの実現を目指す必要があります。  

 

 

１ 自治の基本理念 

 

条例では、「自治の基本理念」を次のように規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治の主権者である市民が、主体的に市政や地域のまちづくりに参画することに

より、まちづくりが活性化します。 

 

２ 協働の基本理念 

 

条例では、協働の原則を自治運営上の三原則の一つに位置付けるとともに、次の

ように協働を推進するとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

協働は、市民と市が、又は市民と市民が、互いを理解し、対等な立場で、それぞ

れの責任と社会的役割を踏まえ、共通の目的達成のために共に取り組むことを言い

ます。 

高松市自治基本条例抜粋  

（協働の推進） 

第２２条 市は、協働を推進するための仕組みを整備するとともに、協働の推進に当たって

は、市民の自主的な活動を支援するものとする。この場合において、市の支援は、市民の自

主性及び自立性を損なうものであってはならない。  

高松市自治基本条例抜粋  

（自治の基本理念）  

第４条 自治の主権者は、市民とする。 

２ 市は、市民の信託に基づき、個人の尊厳及び自由が尊重され、かつ、公正で開かれた市政

を推進するものとする。 

３ 市民及び市は、地域の個性及び自立性を尊重した地域のまちづくりを推進するものとす

る。 
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（１）協働の原則 

 

市民と行政が、又は市民と市民が協働する際に、お互いが守らなければならな

い共通の原則として、次のものがあります。これらの原則を踏まえ、準備段階か

ら十分な協議と合意形成を図りながら進めるとともに、「協働」とは、社会的な課

題の解決という共通の目的を達成するための手法であることを認識することが必

要です。 

 

① 目的を共有すること 

   協働のそれぞれの主体は、協働が円滑に行われるよう目的を共有し、企画段

階からお互いに情報交換しながらその目的を確認することで、事業の修正など

にも対応しやすくなります。 

② 相互に理解すること 

   お互いの長所と短所、立場・特性を理解・尊重することにより、適切な役割

分担を明確にすることができます。 

③ 対等であること 

   お互いを共通の課題に取り組む対等なパートナーとして捉えることにより、

それぞれの特性をいかした柔軟な活動を行うことができます。 

④ 自主性を尊重すること 

お互いの活動が、自己責任の下であることを理解し、その自主性を妨げない

ようにすることにより、それぞれの特性をいかした事業を行うことができます。 

⑤ 自立化を進めること 

お互いの活動が、資金などの面で依存したり、癒着に陥ることがないよう、

経常的に自立に向かうようにすることが、今後の地域社会にとって重要です。 

⑥ 公開すること 

協働のプロセスや結果等について、積極的な公開による説明責任を果たすこ

とによって、協働についての社会的な理解と信頼を得ることができます。 

⑦ 情報を共有すること 

お互いに持っている情報を積極的に提供・公開し、双方が情報を共有するこ

とで、相互の信頼関係を強化するとともに、双方が情報を有効活用することで、

より効果的な事業展開が期待できます。 

⑧ 変革を受け入れること 

協働事業を通して、問題点などに気付いた場合は、それを変革の機会と捉え、

積極的に改善に取り組む姿勢を持つことで、新たな効果を得ることができます。 
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⑨ 期限を決めること 

あらかじめ事業期間や達成目標など協働関係を解消する条件を決めておくこ

とにより、協働関係の既得権化等を防ぎ、適度な緊張感を保つことができます。 

⑩ 適切な対価を支払うこと 

物品、労働力、情報、技術など、協働事業に必要な資源の負担については、

お互いの役割を協議する中で、負担の割合を決めておくことが必要です。また、

「市民活動団体＝安上がり」と考えることなく、適切な対価を支払うことが必

要です。 

 

（２）市民と行政の協働の領域 

 

次に示す図は、公共的サービスの提供について、市民・市民活動団体と行政の

関係には多様なレベルがあることをモデル的に表したものです。どのような役割

分担と責任の範囲が適当か、どのように協働が進むことが良いのかなどについて

は、一つの決まった形があるわけではなく、協働で取り組もうとする相手と現状

認識をすりあわせ、合意しながら決めていくことが重要です。 

なお、協働の形態については、「後援」、「補助」、「共催」、「事業協力」、「委託」、

「政策提言・企画立案への参画」等があります。 

 

 

 

市民の責任と

主体性によっ

て独自に行う

領域 

市民の主体性

のもとに行政

の協力によっ

て行う領域 

 

市民と行政が

それぞれの主

体性のもとに

協力して行う

領域 

 

市民の協力や

参加を得なが

ら行政の主体

性のもとに行

う領域 

行政の責任と

主体性によっ

て独自に行う

領域 

 

 

後援 

補助 

共催 

事業協力 

委託 
政策提言・企画

立案への参画 

 

 

 

 

 

 

（市民の領域） （行政の領域） 

市民と行政の協働領域 
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【事業協力】花いっぱい推進事業 
（市民活動団体と行政との協働事業） 

【補助】「ため池守り隊」市民活動支援事業 
（地域コミュニティ協議会と行政の連携） 
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３ 補完性の原理 

 

地方分権改革が進展しており、「政策決定はより影響を受ける市民、コミュニ 

ティなどにより近いレベルで行われるべきだという原理、つまり、問題はより身近

なところで解決されなければならない」という補完性の原理が、これからの自治や

地域の在り方を考える上で重要となります。 

 

 

 

４ 理想像 

 

現在、地域の中では、地域で活動を支える人材の不足、地域を構成する各種団

体への帰属意識の希薄化が生じるなど、一人一人や一つの世帯で解決できない課

題を地域全体で解決する力（地域力）が弱体化しているという状況があります。 

また、市民・企業の意識やニーズが多様化し、行政需要が変化する中、公共と

いう範囲を広く捉え、地域コミュニティ協議会や市民活動団体、企業など多様な

主体が地域社会を支える「新しい公共」という考え方の下、新たな仕組みづくり

が必要となっており、市民の市政への参画意識の高まりや、地域コミュニティ協

議会や市民活動団体の活動の活性化など、市民の自発的活動をいかし、それぞれ

の役割分担を明確にしながら、共に市政を推進していくことが求められています。 

このようなことから、「高松市民のねがい」を始め、条例に規定する自治や協働

の基本理念、補完性の原理などに立脚し、様々な地域課題に取り組むことを通じ

て、お互いに、人の役に立つということが感じられ、全ての人に、居場所と出番

があり、それぞれが助け合い、支え合うことが、これからのまちづくりの姿と考

えます。 

そこで、理想とする自治と協働の姿を 

 

 

と定めるものです。 

 

自 助：個人や家庭でできることは、自分たちで解決する。 

共 助：個人や家庭で解決できないような地域課題を、地域で解決する。 

公 助：個人や家庭、地域で解決できないようなことは、行政が担う。 

 

個人 家庭 地域 

 

市 

 

県 国 

自助 

共助 
公助 

＜補完性の考え方のイメージ＞ 

地域の特性をいかし、多様な主体が参画・協働するまちづくり 
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第４章 取組の方向性 
 

１ 人材育成 

 

地域コミュニティ協議会や市民活動団体の活動の活性化を図るとともに、協働

を進めるため、リーダーや企画・運営を行う人、活動推進のノウハウを持ち、ま

ちづくりのコーディネートを担える人などの育成をすることが必要です。 

  

■ 次代を担う子どもたちに 

家庭においては言うまでもなく、教育の場においても、次代を担う子どもた

ちが地域コミュニティ協議会や市民活動団体の活動に積極的に関わる機会を設

け、地域学校協働活動等を活用して地域と子どもたちを結び付け、子どもたち

の中に自然にまちづくりに参画する意識を育てることが必要です。 

 

■ シニア世代のパワーを生かす 

     豊富な知識と経験を持ったシニア世代と呼ばれる方々の「専門性」や「経 

験」をいかしたコミュニティ活動や社会貢献活動は、地域のまちづくりにおい

て、大きな支えになるとともに、生きがいづくりにつながります。シニア世代

の参画の機会を設けることが重要です。 

 

■ シビックプライドの醸成、市民活動への関心を高める 

若年層やマンション居住者、転勤族など、地域との関わりを持たない、ま

た、持ちにくい人も、まずは、地域活動の重要性を知ることで、地域への関心

が生まれ、やがて地域への愛着や地域住民として主体的に関わることに誇りを

持つという意識へ発展していかなければなりません。 

そのため、個人への呼び掛けや、若年層を主役にした事業を実施するなど、

これらの地域住民が地域コミュニティ協議会及び市民活動団体の活動に参加・

参画する機会を設けることが必要です。 

 

■ 協働を推進する人材の育成 

高松市市民活動センターを始め、生涯学習や男女共同参画、国際交流、環境

施策などの個別の分野での中間支援機能を担う本市の各組織はもとより、大学

や国・県の機関のほか、各種団体が実施する事業も含め、多様な人材育成事業

を、地域共有の資源として相互に連携させることが必要です。 
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２ 組織運営の充実・強化 

 

市民自らが自主的・主体的にまちづくりに取り組むためには、協働事業の情報公

開と適正な検証を行いながら、市民活動団体の活動を支援する中間支援組織や、単

位自治会を核とする地域コミュニティ協議会等の機能強化を図るとともに、ＣＳＲ

（企業の社会的責任）の推進を図ることが必要です。 

 

■ 単位自治会の活性化 

地域コミュニティ協議会において、単位自治会は、最も重要で基礎的な団体

であり、地域コミュニティ協議会の組織強化には、単位自治会の活性化が必要

です。 

転入者等の新規加入の妨げとなる要因としては、自治会役員になることが重

荷になることや、住民との関わりの煩わしさなど、対人的なもののほか、加入

時の入会金や会費が負担となることなどもあるため、受入側の地元自治会にも

働き掛け、従来の運営を見直すなど、加入しやすい環境づくりを進める必要が

あります。 

 

■ 地域コミュニティ協議会に求められること 

地区（校区）での様々な課題等を、住民や団体で考え、話し合い、行動し、

解決していくためには、この組織が、民主的かつオープンで、寛容な運営がな

される必要があります。このため、次のような項目に留意することが必要です。 

 

① 各地域の居住者や所在する法人、団体のほか、居住していない通勤、通学

者も、所属する法人や団体を通じて、地域コミュニティ協議会の活動を支え

るよう、幅広い年齢層の住民や各種団体の参加による組織構成とすること 

② 地域コミュニティ協議会規約に基づき、役員の民主的選出を行うこととし、

女性や若い世代の積極的登用を図ること 

③ 部会、役員会、総会を開催し、協議による意思決定を行うこと 

④ 地域コミュニティ協議会の活動や会計について、資料等を明らかにし、事

業計画、予算作成・執行及び会計処理の透明性を確保すること 

⑤ 行政からの補助金・交付金以外にも、コミュニティセンターの利用料収入

も含めた自主財源の確保を図ること 

⑥ 地域コミュニティ協議会の活動について、情報公開を進め、住民の参画を

促すよう積極的なＰＲを行うこと 

⑦ 地域コミュニティ協議会が、自らの活動を事業計画やコミュニティプラン

に照らし、自己検査するとともに、毎年度その成果を評価し、次年度以降の

活動に生かすこと 

さらに、地域コミュニティ協議会を構成する諸団体においても、上記項目に留

意することが必要です。 
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■ ＣＳＲの推進 

ＣＳＲの取組と、特定の分野の活動を行う市民活動団体がそれぞれの得意な

分野をいかして補完し合うことが必要です。そのことにより、一層の社会サー

ビスの向上が期待されるため、相互の情報交換と交流が推進されます。また、

自立と連携の下、様々な形の協働が可能な仕組みづくりが必要です。 

 

■ 協働事業の情報公開と適正な検証 

協働事業の実施に伴い、特定の市民活動団体との連携は、行政の特性であ

る公平公正が保たれていないといった印象を与える場合があります。こうした

誤解を生じないよう、常に協働の視点から市民と行政が担う領域について確認

を行いながら、施策のＰＤＣＡサイクルや成立過程の各段階において、十分な

情報公開を行うとともに、事業終了時には、第三者機関による適正な検証に努

める必要があります。 

  

■ 中間支援組織の機能強化 

高松市市民活動センターなどの中間支援組織については、市民活動団体等を

取り巻く環境の変化やニーズに適切に対応するとともに、利用者の意見や外部

の委員会の評価等への適切な対応に加え、運営団体の独創性や柔軟性などの特

性をいかしながら、一層の機能強化を図る必要があります。 
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３ 団体同士の連携 

 

市民活動団体や地域の団体等は、地域コミュニティ協議会を構成する組織として

部会に所属していますが、団体独自の活動はもとより、相互に協力、連携し、地域

の課題解決に向けて活動する必要があります。そこで、地域コミュニティ協議会に

おいて決定した活動について、参画への意識付けや協力が必要です。 

 

■ 情報収集と発信、コーディネート機能の充実 

市民活動団体は、様々な団体との交流・連携を進めるためには、自らの情報

を収集・整理し、分かりやすく発信・提供することが求められます。また、

様々な団体のつながりづくりには、団体間の連絡・調整を行うコーディネート

機能の充実も図る必要があります。 

 

■ 地域コミュニティ協議会と市民活動団体との協働 

地域を包括する地域コミュニティ協議会と、特定の分野の活動を行う市民

活動団体が協働することにより、それぞれの特性がいかされ、より幅広い、

専門的な公益活動が期待されるため、地域社会の抱える課題に対して市民活

動団体が、積極的に対応する仕組みづくりが必要です。 

 

 ■ 地域コミュニティ協議会、市民活動団体及び行政等との協働 

社会的役割の異なる主体が連携し、地域の課題解決に努めることで、それぞ

れの活動や事業が活性化することから、多様な市民が関わりながら、自立と連

帯に根ざした地域社会が形成されるよう、適切な役割分担の下、協働で取り組

む必要があります。 
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第５章 行政の支援体制の拡充 

１ 環境づくり 

 

■ 積極的な参画を促す事業の推進 

これまで、市民の市政や地域のまちづくりへの積極的な参画を促すため、市

民の意見や提案等をいかすことのできる制度整備の一環として、地域コミュニ

ティ協議会には、ゆめづくり事業を、市民活動団体には、高松市協働企画提案

事業を募集し、審査ののち、事業採択を行い、支援をしてきました。 

今後とも、協働の視点を重視し、広報紙やホームページ、SNS等の様々な広

報媒体を活用した市政や地域まちづくり情報の効果的な発信により、市民の市

政や地域のまちづくりへの関心を高め、市民の積極的な参画を促すための事業

の実施に努めます。 

 

■ 中間支援組織の拠点性の充実 

市民活動団体の支援を行う高松市市民活動センター（令和７年度から指定管

理者制度の導入）と地域コミュニティ協議会の支援を行う高松市コミュニティ

連合会が、連携・協力することにより、情報を共有し、双方の特性をいかし、

補完しながら、それぞれの中間支援機能の強化を図ります。 

また、市民活動団体と地域コミュニティ協議会との協働事業の実施など、多

様な市民による協働の仕組みづくりに取り組みます。 
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■ 協働の機会・場の確保・充実 

行政が協働の視点から、地域コミュニティ協議会や市民活動団体による地域

の課題解決を始め、文化、スポーツなど様々な活動を支援するため、意見交換

や事業提案の機会を提供します。 

また、協働推進員が積極的に参画し、コミュニティ活動及び市民活動の推進

を図ります。 

さらに、コミュニティ活動の拠点となるコミュニティセンターの計画的な整

備を図るとともに、市民活動団体の多くが活動上必要としている人材や物資、

会議室などの情報提供に努めます。 

 

２ 職員の育成 

  

■ 職員の意識改革 

地域活動の重要性を理解し、サポートできる職員の育成を推進するため、職

員に対し、一定期間ごとに「コミュニティと協働」に関する意識調査を実施し、

職員の意識の状況を確認するとともに、協働に関する職員研修等により、職員

のコミュニティ活動等への意識改革を行います。 

 

■ 協働推進員の活用 

市政への市民参画や協働を積極的に推進するための協働推進員の果たすべき

役割は、ますます大きくなっています。 

そこで、全ての職員が協働の主体であることを自覚するとともに、各部署の

協働推進員を協働のコーディネーターに育成します。また、地域コミュニティ

協議会や市民活動団体からの事業提案等をまちづくりにいかし、新しい公共 

サービスの提供を図るため、協働推進員が庁内の横断的な連携によって知恵を

出し、提案のあった協働事業を検討し、実施に移します。 

さらに、全ての地域コミュニティ協議会との協働を円滑に進めるため、地域

コミュニティ協議会単位での行政とのパイプ役としての協働推進員を配置しま

す。 
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３ 行政の組織体制整備 

 

  ■ 情報の積極的な提供と共有の推進 

        市民に対し、本市の施策や取組などを積極的に、分かりやすくかつ適時に提 

供、発信するなど、情報の共有に努めるとともに、行政内においても各部局

が、地域コミュニティ協議会や市民活動団体等に関する情報を共有するため

の仕組みの整備を図ります。 

 

■ 横断的な取組の強化 

     市民と行政との協働によるまちづくりの推進を目的とする庁内組織を中心と 

して、部局の垣根を越えた柔軟な参画・協働の仕組みを構築するため、施策・ 

事業の基本的な方向性の決定のほか、地域コミュニティ協議会、市民活動団体 

の活動に係る施策を推進し、その成果の適切な評価に努めます。 

 

■ 外部機関による評価と検証 

この指針や、協働によるまちづくりを進める行政の組織体制について、検討 

を加え、必要に応じて見直しを行うために、外部機関による評価、検証を行い 

ます。 
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参考 

１ 指針策定経過 

 
開催日 会議等 

平成 21 年 12 月 16 日 第１回 自治と協働の基本指針策定委員会 

平成 22 年  1 月 20 日 協働のまちづくり推進本部 協働推進調整会議 

平成２２年 １月２２日 

     ～２月 ３日 

地域コミュニティ実態調査実施 

対象：高松市内全４４地域コミュニティ協議会 

回収数：４４件（回収率１００％） 

平成 22 年 1 月 26 日 協働のまちづくり推進本部 

平成 22 年 2 月 23 日 第２回 自治と協働の基本指針策定委員会 

平成２２年 ３月１０日 

     ～３月２２日 

特定非営利活動法人アンケート調査実施 

対象：高松市内に事務所を設置する特定非営利活動法人（内閣府 

認証法人を除く）１２０団体 

回収数：６０件 （回収率５０％） 

平成 22 年 4 月 23 日 第３回 自治と協働の基本指針策定委員会 

平成 22 年 7 月 7 日 第４回 自治と協働の基本指針策定委員会 

平成 22 年 9 月 1 日 第５回 自治と協働の基本指針策定委員会 

平成 22 年 9 月 22 日 協働のまちづくり推進本部 協働推進調整会議 

平成 22 年 9 月 24 日 協働のまちづくり推進本部 

平成 22 年 10 月 5 日 市議会総務消防調査会 

平成 22 年 10 月 18 日 

～11 月 10 日 
パブリックコメント実施 

平成 22 年 10 月 28 日 第６回 自治と協働の基本指針策定委員会 

平成 22 年 

10 月 20、25、26 日 

11 月 1、2、4、8 日 

市民と市長の意見交換会開催（計７回） 

平成 22 年 12 月  2 日 第７回 自治と協働の基本指針策定委員会 

平成 23 年 1 月 13 日 指針素案の提出 

平成 23 年 1 月 19 日 協働のまちづくり推進本部 協働推進調整会議 

平成 23 年 1 月 24 日 協働のまちづくり推進本部 

平成 23 年 2 月 7 日 市議会総務消防調査会 

平成２３年 ３月２８日 策定 
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２ 高松市自治と協働の基本指針策定委員会設置要綱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   高松市自治と協働の基本指針策定委員会設置要綱 

 

 （設置） 

第１条 地方分権時代にふさわしい「参加・協働で進めるコミュニティを軸としたまちづくり」の実現を目的と

して、本市における協働の在り方及び取組方針等を定める高松市自治と協働の基本指針（仮称）（以下「指

針」という。）を策定するため、高松市自治と協働の基本指針策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、指針に盛り込むべき内容について調査及び検討を行い、指針の素案を作成し、これを市長に

報告するものとする。 

  （組織） 

第３条 委員会は、委員１４人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 

(２) 地域活動を行う団体の代表者 

(３) 市民活動を行う団体の代表者 

(４) 商工団体の代表者 

(５) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長をそれぞれ１人置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

  （会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長は、会議の議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長が決するところによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

 （庶務） 

第６条 委員会の庶務は、市民政策部地域政策課において行う。 

 （委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。ただし、委員会の運営に関し必要な事項

は、委員長が委員会に諮って定める。 

 

    附  則 

１ この要綱は、平成２１年９月１５日から施行する。 

２  この要綱による最初の委員会の会議は、第５条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 

３ この要綱は、第２条の報告を行った日限り、その効力を失う。 
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３ 高松市自治と協働の基本指針策定委員会委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野 氏名 所属   

学識経験者 

田中 豊  香川大学大学院地域マネジメント研究科教授   

中川 幾郎  帝塚山大学大学院法政策研究科教授 委員長 

山本 珠美  香川大学生涯学習教育研究センター准教授 副委員長 

地域活動団体

の代表者 

河田 澄  高松市コミュニティ協議会連合会会長   

佐藤 博美  高松市連合自治会連絡協議会副会長   

野田 法子  高松市婦人団体連絡協議会会長   

市民活動を 

行う者 

小西 智都子  瀬戸内 IJU トラベルネット事務局   

中橋 恵美子  NPO 法人わははネット理事長   

渡邊 久美子  点字サークル・ライト代表   

商工団体 

の代表 
多田 茂  高松商工会議所  常務理事・事務局長   

中間支援団体

の代表者 

井上 憲吾  高松市ボランティア・市民活動センター長   

神田 育  前高松市栗林コミュニティセンター長   

公募委員 

大西 正泰     

松浦 隆行     
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４ 高松市自治基本条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    高松市自治基本条例 

平成２１年１２月２１日 

条例第５１号 

目次 

 前文 

 第１章 総則（第１条―第５条） 

 第２章 市民、議会及び執行機関の役割と責務 

  第１節 市民（第６条―第８条） 

  第２節 議会（第９条・第１０条） 

  第３節 執行機関（第１１条―第１３条） 

 第３章 自治運営の基本的事項 

第１節 情報共有（第１４条―第１６条） 

  第２節 参画（第１７条―第２１条） 

  第３節 協働（第２２条―第２４条） 

  第４節 行政運営（第２５条―第３５条） 

 第４章 条例の見直し等（第３６条・第３７条） 

 第５章 雑則（第３８条） 

附則 

私たちのまち高松は、多島美を誇る波静かな瀬戸内海や讃岐山脈の山々の自然に恵まれ、県都とし

て、また、四国の中心都市として発展を続けてきました。このまちに住む私たちには、先人たちがたゆ

まぬ努力によってつくりあげた歴史や地域に根ざした文化、そして自然と調和して生活する知恵が、大

切な財産として受け継がれています。 

私たちは、豊かな自然と都市機能が調和したこの高松を、「高松市民のねがい」に込められた明るく住

みよいまちとして、また、すべての人に基本的人権が保障され、あらゆる分野において、その個性と持

てる能力を十分に発揮できるまちとして、さらに、豊かな人間性と創造性をはぐくむ文化を発展させ、

生きる喜びと潤いが感じられるまちとして、将来に引き継いでいかなければなりません。 

このためには、私たち市民一人一人がまちづくりの担い手であることを自覚して、市政及び地域の課

題の解決に積極的に取り組むとともに、市民、議会、行政が適切な役割分担の下、多様な協力関係を構

築し、参画と協働のまちづくりを進めていくことが必要です。 

私たちはここに、自治の基本理念を共有し、地域の個性や自立性を尊重した活力のあるまちをつくる

とともに、心豊かな文化のかおりあふれる市民主体のまちづくりを推進するため、高松市自治基本条例

を制定します。 
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   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、高松市における自治の基本理念及び基本原則を明らかにするとともに、市民、議

会及び執行機関の役割と責務並びに参画と協働による自治運営の基本的事項を定めることにより、市

民主体の自治の実現を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (１) 市民 市内に居住し、通勤し、又は通学する個人及び市内で事業を行い、又は活動を行う個人

又は法人その他の団体をいう。 

 (２) 執行機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、農業委員会、固定資

産評価審査委員会及び地方公営企業の管理者をいう。 

 (３) 市 議会及び執行機関をいう。 

 (４) 地域のまちづくり 市民が住みよい地域社会をつくるために地域の課題の解決に取り組む活動

をいう。 

 (５) 参画 市民が市政及び地域のまちづくりに主体的に関与することをいう。 

 (６) 協働 市民と市が、又は市民相互が、互いを理解し、対等な立場で、それぞれの責任と社会的

役割を踏まえ、共通の目的達成のために共に取り組むことをいう。 

（条例の位置付け） 

第３条 この条例は、本市の自治の基本を定めるものであり、市民及び市は、この条例の趣旨を最大限

に尊重しなければならない。 

２ 市は、他の条例、規則等の制定改廃及び解釈運用又は計画等の策定及び変更に当たっては、この条

例との整合を図らなければならない。 

 （自治の基本理念） 

第４条 自治の主権者は、市民とする。 

２ 市は、市民の信託に基づき、個人の尊厳及び自由が尊重され、かつ、公正で開かれた市政を推進す

るものとする。 

３ 市民及び市は、地域の個性及び自立性を尊重した地域のまちづくりを推進するものとする。 

（自治の基本原則） 

第５条 市民及び市は、次に掲げる基本原則にのっとり、自治運営を行うものとする。 

 (１) 情報共有の原則 市政に関する情報を共有すること。 

(２) 参画の原則 市民の参画により市政運営及び地域のまちづくりが行われること。 

 (３) 協働の原則 協働して市政及び地域の課題の解決に当たること。 

   第２章 市民、議会及び執行機関の役割と責務 

第１節 市民 

（市民の知る権利） 

第６条 市民は、市政に関する情報について、知る権利を有する。 

（市民の参画の権利） 

第７条 市民は、人種、信条、性別、社会的身分等にかかわらず、市政及び地域のまちづくりに参画す

る権利を有する。 
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２ 市民は、参画に当たっては、その自主性が尊重されるとともに、参画すること又は参画しないこと

によって不利益な取扱いを受けない。 

（市民の役割と責務） 

第８条 市民は、自治の主体として、地域社会の活性化を図るとともに、市政及び地域の課題の解決に

主体的に取り組むものとする。 

２ 市民は、参画の機会を積極的に活用するよう努めるとともに、参画に当たっては、公共的な視点に

立って、自らの発言と行動に責任を持たなければならない。 

３ 市民は、法令等の定めるところにより納税等の義務を果たすものとし、また、選挙権を有する市民

は、その行使の機会を生かすように努めるものとする。 

    第２節 議会 

 （議会の役割と責務） 

第９条 議会は、直接選挙により選ばれた代表者である議員によって構成される意思決定機関であり、

市民の意思を市政に反映させるよう努めなければならない。 

２ 議会は、積極的に調査研究を行うなど政策形成機能の充実を図るとともに、市政運営に対する監視

機能としての役割を果たすものとする。 

３ 議会は、議会活動に関する情報を市民に広く分かりやすく提供するなど、開かれた議会運営に努め

なければならない。 

 （議員の役割と責務） 

第１０条 議員は、前条に規定する議会の役割と責務を十分認識し、公正かつ誠実に職務を遂行しなけ

ればならない。 

２ 議員は、自己研さんに努めるとともに、地域の課題及び市民の意見を把握し、総合的な視点に立っ

て、市民の信託にこたえるものとする。 

第３節 執行機関 

（市長の役割と責務） 

第１１条 市長は、高松市の代表者として、市民の信託にこたえ、市政全体の総合的な調整その他の権

限を適正に行使し、公正かつ誠実に市政運営を行わなければならない。 

２ 市長は、自治の基本理念にのっとり、自治の推進及び市民福祉の向上に必要な施策を講じなければ

ならない。 

（執行機関の役割と責務） 

第１２条 執行機関は、その権限に属する事務を公正かつ誠実に執行するとともに、執行機関相互の連

携を図りながら、一体として行政機能を発揮しなければならない。 

２ 執行機関は、参画と協働による市政及び地域のまちづくりを推進するものとする。 

（職員の責務） 

第１３条 職員は、市民全体のために働く者として、法令、条例、規則等を遵守するとともに、公正、

誠実かつ効率的に職務を遂行しなければならない。 

２ 職員は、職務に必要な専門的知識の習得及び能力向上に努めなければならない。 

３ 職員は、職務の遂行に当たっては、参画と協働による市政及び地域のまちづくりの推進に努めるも

のとする。 
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 第３章 自治運営の基本的事項 

    第１節 情報共有 

（情報の共有） 

第１４条 市は、市政に関する情報を積極的に、分かりやすく、かつ、適時に市民に提供し、市民との

情報の共有に努めなければならない。 

２ 執行機関は、参画と協働による市政運営に資するため、市民と情報を共有するための仕組みの整備

を図らなければならない。 

（情報公開） 

第１５条 市は、市民の知る権利を尊重し、市の諸活動を市民に説明する責務が全うされるよう、別に

条例で定めるところにより、市の保有する情報を原則として公開しなければならない。 

（個人情報の保護） 

第１６条 市は、個人の権利利益を保護するため、別に条例で定めるところにより、市の保有する個人

情報を適正に取り扱うとともに、個人情報の開示、訂正等を請求する市民の権利について、適切な措

置を講じなければならない。 

    第２節 参画 

（地域のまちづくりへの参画） 

第１７条 市民は、自らが地域の自治の担い手であるとの認識の下、互いに助け合い、主体的に地域の

まちづくりに取り組むものとする。 

（市政への参画） 

第１８条 市は、市民が市政に参画できる多様な機会を確保するとともに、政策等の立案、実施及び評

価の各過程において、参画の推進に努めなければならない。 

 （パブリックコメント手続） 

第１９条 執行機関は、重要な政策等の策定に当たっては、事前にその案を公表して市民から意見を募

る手続（次項において「パブリックコメント手続」という。）を行うものとする。 

２ 執行機関は、パブリックコメント手続により提出された意見を考慮して意思決定を行うとともに、

その意見に対する考え方を公表するものとする。  

（附属機関等の委員の公募） 

第２０条 執行機関は、附属機関等について、その委員の一部を公募により選任するものとする。 

（住民投票） 

第２１条 市長は、市政に関し特に重要な事案について、直接、住民の意思を確認するため、住民投票

を実施することができる。 

２ 住民投票に付すべき事項、投票の手続、投票資格要件その他住民投票の実施に必要な事項は、事案

ごとに条例で定める。 

３ 市は、住民投票の結果を尊重するものとする。 

 第３節 協働 

（協働の推進） 

第２２条 市は、協働を推進するための仕組みを整備するとともに、協働の推進に当たっては、市民の

自主的な活動を支援するものとする。この場合において、市の支援は、市民の自主性及び自立性を損

なうものであってはならない。 
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（地域コミュニティ協議会） 

第２３条 市は、市民主体の自治を推進するため、次項に規定する地域コミュニティ協議会の活動を尊

重し、その活動に対して適切な支援を行うものとする。 

２ 市民は、地域の個性及び自立性を尊重した地域のまちづくりを行うため、地域コミュニティ協議会

（共同体意識の形成が可能な一定の地域において、その地域に居住する個人及び所在する法人その他

の団体を構成員とし、民主的な運営により、地域の課題を解決するために活動する組織で、一の地域

につき一に限り市長が認定したものをいう。次項において同じ。）を設置することができる。 

３ 地域コミュニティ協議会は、自らの活動に責任を持って、自主的かつ自立的に地域のまちづくりに

取り組むものとする。 

（市民活動団体） 

第２４条 市は、自発的かつ主体的に行われる非営利の活動で、不特定かつ多数のものの利益の増進に

寄与することを目的とする市民活動団体の活動を尊重するとともに、その活動に対して適切な支援を

行うものとする。 

    第４節 行政運営 

（総合計画） 

第２５条 市長は、総合的かつ計画的な行政運営を図るため、総合計画を策定するものとする。 

２ 市長は、総合計画の策定に当たっては、参画の機会を確保するものとする。 

３ 執行機関は、総合計画を効果的かつ着実に推進するため、透明性を確保しつつ適切に進行管理を行

うとともに、定期的にその進捗状況を市民に公表するものとする。 

 （財政運営） 

第２６条 市長は、長期的な視点から財政収支を十分考慮した予算編成を行うとともに、効率的かつ効

果的な政策等の展開を図ることにより、健全な財政運営に努めなければならない。 

２ 市長は、毎年度の予算及び決算その他市の財政状況に関する情報を市民に、分かりやすく公表しな

ければならない。 

３ 執行機関は、出資法人（市が資本金、出資金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資して

いる法人をいう。）に対し、その運営が健全に維持されるよう、適切な指導等を行うものとする。 

（説明責任等） 

第２７条 執行機関は、政策等の立案、実施及び評価の各過程において、市民に分かりやすく説明しな

ければならない。 

２ 執行機関は、市民の市政に関する意見、要望、苦情等に対し、速やかに事実関係を調査し、誠実に

対応するよう努めなければならない。 

（行政手続） 

第２８条 執行機関は、市民の権利利益の保護に資するため、別に条例で定めるところにより、処分、

行政指導その他の行政手続に関して共通する事項を明らかにし、市政運営における公正の確保と透明

性の向上を図るものとする。 

（行政評価） 

第２９条 執行機関は、施策、事業等の成果を市民に明らかにし、効率的かつ効果的な市政運営を行う

ため、行政評価を実施するものとする。この場合において、執行機関は、市民の視点に立った外部評

価を取り入れるものとする。  
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２ 執行機関は、行政評価の結果を市民に分かりやすく公表するとともに、施策、事業等に適切に反映す

るよう努めるものとする。 

（外部監査） 

第３０条 市長は、適正で効果的な市政運営を確保するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に

基づき、外部監査人と外部監査契約を締結し、外部監査を実施するものとする。 

（公益通報） 

第３１条 執行機関は、市政の適法かつ公正な運営を確保するため、市政運営に係る違法な行為について

職員から行われる通報を受ける体制を整備するとともに、通報を行った職員が、通報により不利益を受

けないよう必要な措置を講じなければならない。 

 （政策法務） 

第３２条 市は、市政の課題に対応した自主的な政策等を実行するため、地方公共団体に関する法令の規

定について、地方自治の本旨に基づき、これを解釈するとともに、条例、規則等の整備を積極的に行う

ものとする。 

 （行政組織の編成） 

第３３条 執行機関は、市民に分かりやすく、機動的かつ効率的な市政運営が可能となるよう組織の編成

を行うとともに、組織の横断的な調整を図るものとする。 

（危機管理体制の整備等） 

第３４条 市は、常に災害等の緊急の事態に備え、市民の身体、生命、財産の安全性が確保できるよう、

危機管理体制を整備するとともに、その対応に当たっては、市民、関係団体等との連携・協力を図るも

のとする。 

（国及び他の地方公共団体との連携・協力） 

第３５条 市は、国及び他の地方公共団体と連携・協力して、共通する課題の解決に努めなければならな

い。 

第４章 条例の見直し等 

 （条例の検証） 

第３６条 市は、この条例の趣旨に照らして、自治運営の状況を把握し、検証するため、別に条例で定め

るところにより、高松市自治推進審議会を置く。 

（条例の見直し） 

第３７条 市は、４年を超えない期間ごとに、この条例の規定について検討を加え、その結果に基づいて

見直しを行う等の必要な措置を講ずるものとする。 

第５章 雑則 

 （委任） 

第３８条 この条例の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この条例は、平成２２年２月１５日から施行する。 
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５ 用語集 

え NPO 

（Non Profit 

Organization） 

様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し収益を

分配することを目的としない団体の総称です。NPOは法

人格の有無を問わず、様々な分野(福祉、教育・文化、ま

ちづくり、環境、国際協力など)で、社会の多様化したニ

ーズに応える重要な役割を果たすことが期待されていま

す。なお、ボランティアは、自発的に社会貢献活動を行

う個人の総称です。 

 

 NPO法人 

（特定非営利活動法人） 

特定非営利活動促進法に基づいて、法人格を取得した団体

です。法人格を持つことによって、法人の名の下に取引等

を行うことができるようになり、団体名義での契約締結や

土地の登記など、団体がいわゆる「権利能力の主体」とな

り、団体自身の名義において権利義務の関係を処理するこ

とができるようになります。 

NPO法人を設立するためには、所轄庁に申請をして設立

の「認証」を受けることが必要です。認証後、登記するこ

とにより法人として成立することになります。 

 

き 協働推進員制度 協働事業の円滑な推進を図り、市民と行政との協働による

まちづくりを推進するため、平成20年度に創設された制

度です。各職場に、協働推進の核としての役割を担う「協

働推進員」、各部局に横断的な課題の総合調整を行う「協

働推進調整員」を配置しました。 

23年度からは、多面的に協働推進施策を展開するため、

各地域コミュニティ協議会単位に協働推進員を配置し、そ

の後も制度の見直しを行い、行政のパイプ役としての機能

強化を図りました。なお、地域担当協働推進員において

は、令和5年度から制度の見直しに伴い、地域コミュニテ

ィ協議会につき1人体制から3人体制に拡充を図っていま

す。 

こ コミュニティセンター 各地域のまちづくり活動の拠点となる施設で、ふれあい交

流、生涯学習、地域情報収集・発信、市との連絡窓口等の

活動の場として活用されています。また、地域コミュニ 

ティ協議会が指定管理者となり、地域住民の方々の手によ

る管理運営の形態を採っています。 

し 市民 高松市自治基本条例において、「市民」とは、市内に居住

し、通勤し、又は通学する個人及び市内で事業を行い、又

は活動を行う個人又は法人その他の団体としており、本指

針においても同様です。 

 シビックプライド 1９世紀にイギリスで生まれたシビックプライドの考え

方は、地域活性の切り札として注目されています。地域

住民が自分の住むまちや文化などに対し、誇りや関心を

持ち、「まちを形成しているのは自分たちだ」という意

識を持つことです。 

 CSR 

(Corporate Social 

Responsibility） 

企業が、事業活動において利益を追求するだけでなく、

社会的存在として、顧客・株主・従業員・取引先・地域

社会などとの様々な関係を重視しながら果たすべき社会

的責任のことです。 
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た 高松市コミュニティ連合

会 

（一般社団法人高松市 

コミュニティ連合会） 

市内44地域コミュニティ協議会の会長をもって組織して

います。協議会相互の連携強化やコミュニティ活動に係

る情報収集、情報交換や調査・ 研究等の支援を自主的

に行っています。 

（旧：高松市コミュニティ協議会連合会 平成20年～令

和2年） 

 高松市協働のまちづくり

推進本部 

地域コミュニティ協議会や市民活動団体等の自立及び活

動の促進を図るとともに、多様なパートナーシップのも

と、市民と行政との協働によるまちづくりを推進するた

め、市民局長を本部長として、委員を局長級職員で構成

しています。 

 高松市市民活動センター 市民活動センターは、市民活動等に関する相談、情報発

信、活動の場及び学習機会の提供、市民活動を行う人や

団体の交流及び連携の促進など、市民活動等を総合的に

支援する役割を担い、「ひと」と「ひと」をつなぐ市民

活動の拠点です。 

市民活動の中間支援に必要な専門性の確立や体制の整

備、市民活動団体等を取り巻く環境の変化やニーズへの

対応等、中間支援組織としての役割を果たすため、令和

７年度から指定管理者制度を導入しています。 

（旧：高松市ボランティア・市民活動センター 平成13

年～平成24年） 

 単位自治会 団地や町内などを単位として、結成される自治組織で、

地域における最も身近な基礎的な地縁団体です。単位自

治会は、お互いに助け合い、支え合って、住みよい地域

とするため、防災・防犯活動、清掃活動、広報の配布な

ど、地域に密着した活動を行っています。 

ち 地域学校協働活動 地域の高齢者、保護者、PTA、NPO法人、民間企業、団

体等の幅広い地域住民等の参画を得て、地域全体で子ど

もたちの学びや成長を支えるとともに、学校を核とした

地域づくりを目指して、地域と学校が相互にパートナー

として連携・協働して行う様々な活動のことです。 

 中間支援組織 情報提供や人材育成などにより、市民活動団体などの活

動を支援する組織のことです。高松市市民活動センター

や高松市コミュニティ連合会などが該当します。 

ひ 非営利 活動を通じて得た利益や財産を構成員で分配せず、社会

貢献活動（運営上の経費を含む）に再投資すること。

「収益を上げない」という意味ではありません。ＮＰＯ

の認知度は徐々に浸透していますが、依然として「ＮＰ

Ｏ＝無償ボランティア」と考える市民が多く、更なる啓

発が必要です。 

 PDCAサイクル 事 業 活 動 に お い て 、 計 画 (plan) 、 実 行 (do) 、 評 価

(check)、改善(action)の４段階を繰り返すことによっ

て、業務を円滑に進め、継続的に改善する手法です。 

れ 連合自治会 各地区（校区）内における単位自治会長によって組織さ

れ、自主活動を推進し、緊密な連携を取りながら、住民

と市政をつなぐパイプの役割を果たしています。 
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